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第２回定例会

特 集

（６月５日～１８日）

橋
本
県
政
の
５
期
20
年
は
、
バ
ブ
ル

経
済
崩
壊
後
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
大
量

の
住
宅
・
工
業
団
地
な
ど
を
造
成
し
、

１
５
０
０
ヘ
ク
タ
ー
ル
の
売
れ
残
り
用

地
と
４
４
０
０
億
円
の
借
金
を
つ
く
り

ま
し
た
。
開
発
の
破
た
ん
は
県
財
政
を

悪
化
さ
せ
、
将
来
負
担
比
率
は
全
国

ワ
ー
ス
ト
４
位
で
す
。
橋
本
知
事
は
、

こ
の
事
態
を
反
省
す
る
ど
こ
ろ
か
、
借

金
返
済
は
県
民
負
担
に
回
し
、
さ
ら
に

大
型
開
発
に
踏
み
出
し
て
い
ま
す
。

大
内
久
美
子
県
議
は
討
論
で
「
破
た

ん
処
理
へ
の
莫
大
な
税
金
投
入
な
ど
、

失
政
の
ツ
ケ
を
県
民
に
押
し
付
け
て
い

る
。
知
事
の
政
治
姿
勢
が
厳
し
く
問
わ

れ
て
い
る
」
と
指
摘
し
ま
し
た
。

の
べ
、
今
後
も
人
件
費
抑
制
の
た
め
職

員
削
減
に
取
り
組
む
と
表
明
し
ま
し

た
。
福
祉
や
医
療
、
防
災
な
ど
県
民

サ
ー
ビ
ス
部
門
の
充
実
、
少
人
数
学
級

の
拡
充
な
ど
は
県
民
の
切
実
な
願
い
で

す
。
職
員
削
減
計
画
は
、
こ
う
し
た
県

民
要
望
に
逆
行
す
る
も
の
で
す
。

橋
本
知
事
が
「
行
財
政
改
革
」
の
名

で
強
力
に
す
す
め
て
き
た
の
が
職
員
削

減
で
す
。
第
２
回
定
例
会
で
は
「
私
が

知
事
に
就
任
以
来
、
一
般
行
政
部
門
で

約
２
０
０
０
人
、
教
育
部
門
で
約
２
９

０
０
人
の
定
員
を
削
減
し
て
き
た
」
と

開
発
用
地
の
破
た
ん
処
理
に
13
年
度

当
初
予
算
を
含
め
る
と
、
１
６
１
３
億

円
が
投
入
さ
れ
ま
し
た
。
12
年
度
は
３

６
５
億
円
も
支
出
し
て
い
ま
す
。
子
ど

も
の
医
療
費
助
成
の
中
学
３
年
ま
で
の

拡
大
や
小
中
全
学
年
で
の
35
人
学
級
に

必
要
な
予
算
額
の
３
倍
に
あ
た
る
規
模

で
す
。

大
内
県
議
は
、
暮
ら
し
支
援
よ
り
金
融

機
関
へ
の
返
済
を
優
先
に
し
た
財
政
運
営

を
批
判
。
破
た
ん
が
明
ら
か
に
な
っ
て
い

る
大
型
開
発
を
見
直
し
、
県
民
の
福
祉
・

暮
ら
し
最
優
先
の
県
政
に
切
り
換
え
る
よ

う
提
起
し
ま
し
た
。

東
海
村
の
大
強
度
陽
子
加
速
器
施

設
Ｊ
―
Ｐ
Ａ
Ｒ
Ｃ
で
放
射
能
が
漏

れ
、

34

人
が
被
ば
く
し
た
事
故

で
、
県
議
会
の
常
任
委
員
会

は
池
田
裕
二
郎
セ
ン
タ
ー
長

ら
を
参
考
人
と
し
て
招
き
、

質
疑
を
お
こ
な
い
ま
し
た
。

大
内
県
議
は
、
同
施
設
で

は
２
０
１
１
年
だ
け
で
も
42

人
が
被
ば
く
し
、
「
Ｊ
―
Ｐ

Ａ
Ｒ
Ｃ
放
射
線
管
理
年
報
」

で
「
被
ば
く
管
理
の
強
化
を

図
る
必
要
が
あ
る
」
と
指
摘

さ
れ
て
い
た
こ
と
を
明
ら
か

に
し
、
安
全
管
理
体
制
の
見

直
し
を
求
め
ま
し
た
。
池
田

セ
ン
タ
ー
長
は
「
年
報
」
で

の
指
摘
を
認
め
、
施
設
を
改

造
し
、
安
全
管
理
体
制
を
見

直
す
と
答
え
ま
し
た
。

大
内
県
議
は
党
地
方
議
員

ら
と
と
も
に
現
地
調
査
し
、

施
設
側
に
▽
被
ば
く
範
囲
と

健
康
調
査
▽
事
故
原
因
の
徹

底
究
明
▽
自
治
体
へ
の
通

報
、
住
民
へ
の
連
絡
体
制
の

改
善
な
ど
を
求
め
ま
し
た
。
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Ｊ―ＰＡＲＣ・齋藤副センター長（右）らから事故現場の

説明を受ける大内久美子県議（５月30日、東海村）

党地方議員とともに原因究明と改善を申

し入れる大内県議（５月30日、東海村）

（億円）
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合
型
商
業
施
設
や
大
型
ホ
ー
ム
セ
ン

タ
ー
、
家
電
量
販
店
な
ど
が
相
次
い

で
出
店
し
て
い
ま
す
。
さ
ら
に
米
国

資
本
の
倉
庫
型
量
販
店
の
出
店
も
決

ま
っ
て
い
ま
す
。
１
０
０
０
平
方

メ
ー
ト
ル
以
上
の
大
型
店
が
占
め
る

割
合
は
、
ひ
た
ち
な
か
市
全
体
の

77
％
を
突
破
し
て
い
ま
す
。

土地開発公社の開発用地に次々に進出する大型商業

施設。現場を視察する大内久美子県議（右）と山形

由美子ひたちなか市議（左）（ひたちなか市）

残
る
土
地
利
用
に
つ
い
て
県
は

「
早
期
処
分
が
必
要
。
特
定
機
能
に

限
定
す
る
こ
と
な
く
誘
致
す
る
」
と

し
て
、
商
業
施
設
も
地
元
を
無
視
し

て
受
け
入
れ
て
い
く
姿
勢
で
す
。

に
大
き
な
影
響
を
及
ぼ
し
て
い

る
」
と
し
て
、
「
こ
れ
以
上
の
大

型
商
業
施
設
の
立
地
は
控
え
て
ほ

し
い
」
と
の
要
望
書
を
提
出
し
ま

し
た
。

ひ
た
ち
な
か
市
や
水
戸
市
の
商
工

会
議
所
な
ど
は
６
月
３
日
、
橋
本
知

事
に
た
い
し
、
「
地
域
の
商
業
環
境

労働相談センター、６ヵ所→１ヵ所に

県立植物園の入園料が２．５倍に

職員給与削減——民間労働者に連動

ひ
た
ち
な
か
地
区
の
県
有
地
は

61
・
１
ヘ
ク
タ
ー
ル
。
そ
の
う
ち

現
在
利
用
さ
れ
て
い
る
54
・
３
ヘ

ク
タ
ー
ル
の
８
割
以
上
は
大
型
商

業
施
設
関
連
で
す
。
こ
れ
ま
で
複

ひ
た
ち
な
か
地
区
で
県
が
造
成

し
た
開
発
用
地
に
大
型
商
業
施
設

が
集
中
立
地
し
、
地
元
商
工
団
体

は
県
に
誘
致
を
控
え
る
よ
う
要
望

し
て
い
ま
す
。

県
議
会
防
災
商
工
環
境
委
員
会

で
大
内
県
議
は
、
「
税
金
を
投
入

し
て
造
成
し
た
土
地
に
大
型
商
業

施
設
を
呼
び
込
み
、
ま
ち
も
地
域

経
済
も
壊
し
て
し
ま
っ
て
い
い
の

か
」
と
き
び
し
く
指
摘
し
ま
し

た
。

ひ
た
ち
な
か
・
東
海
行
政
連
絡

協
議
会
（
会
長
・
村
上
達
也
東
海

村
長
）
は
５
月
31
日
、
事
前
協
議

な
し
に
土
地
が
処
分
さ
れ
て
い
る

と
し
て
、
土
地
利
用
に
つ
い
て
地

元
市
村
と
協
議
す
る
こ
と
を
要
望

し
て
い
ま
す
。

県職員の給与減額条例が提出されました。削

減率は３区分に分かれ、最大９．７７％で職員

の８割は７．７７％の引き下げです。国が一方

的に削減率を決め、実施を強制してきたもので

す。大内県議は討論で「減額しない決断をすべ

きだ。削減は職員の暮らしを直撃するだけでな

く、民間労働者の賃下げにも連動し、地域経済

への打撃は計り知れない」とのべ、反対を表明

しました。

４年毎の知事退職金支給は改正を

知事の退職金は４年毎に支給されます。橋本

知事は５期の総額が２億３千万円になります。

大内県議は「橋本知事は大型開発を推進し、破

たんが明らかになっており、その責任をとって

退職金は支給しないよう条例改正をすべき」と

提起しました。全国では山形、岩手、静岡、三

重の４県で支給していません。

労働条件や賃金不払いなどの相談をうける県

の労働相談窓口は、これまで県内６ヵ所にあり

ましたが、４月から水戸市三の丸の「いばらき

労働相談センター」１ヵ所になりました。２０

１２年度の相談件数は１１３５件、うち２６％

は県南地区からの相談でした。大内県議は「相

談が多い県南地区だけでも存続させるよう再検

討すべき」と提起しました。

県立植物園（那珂市）の入園料は大人１２０

円ですが、今回、園内の熱帯植物館入館料も含

め３００円に改定する条例が提出されました。

大内県議は「年間６万人が利用しており、自然

に親しめるこうした施設は低料金で利用できる

ようにすべき」と値上げに反対しました。

ひ
た
ち
な
か
市
の
大
型
店

面
積
全
体
の
77
％
を
占
め

る
、
ひ
た
ち
な
か
地
区
の

大
規
模
商
業
施
設


